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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高は、消費税及び地方消費税（以下消費税等という。）抜きの価格で表示しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、平成14年３月期までは潜在株式が存在しないため、また平成15年

３月期は１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 32,737 29,336 26,786 25,705 30,253 

経常利益(△損失) (百万円) △1,769 △944 709 767 1,270 

当期純利益(△損失) (百万円) △1,777 △4,347 580 1,379 2,935 

純資産額 (百万円) 6,700 6,438 7,035 8,392 11,140 

総資産額 (百万円) 41,013 34,323 31,009 31,198 31,469 

１株当たり純資産額 （円） 236.79 86.19 107.28 153.74 250.95 

1株当たり当期純利

益(△損失) 
（円） △62.82 △153.64 20.50 47.22 102.26 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － 9.10 29.95 73.69 

自己資本比率 （％） 16.3 18.8 22.7 26.9 35.4 

自己資本利益率 （％） △32.0 △66.2 8.6 17.9 30.1 

株価収益率 （倍） △3.14 △0.72 13.17 7.83 5.28 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) 1,967 △2,603 3,777 2,461 3,226 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △536 2,390 △741 △338 △645 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
(百万円) △1,956 △454 △4,460 △2,302 △2,586 

現金及び現金同等物

の期末残高 
(百万円) 4,283 3,616 2,190 2,011 2,007 

従業員数 （人） 1,513 1,083 1,046 1,082 1,088 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高は、消費税等抜きの価格で表示しております。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、第52期までは潜在株式が存在しないため、また第53期は１株当た

り当期純損失であるため記載しておりません。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 (百万円) 30,602 27,875 26,340 25,327 29,810 

経常利益(△損失) (百万円) △1,788 △679 470 606 1,081 

当期純利益(△損失) (百万円) △1,734 △4,459 506 1,306 2,727 

資本金 (百万円) 6,769 8,769 8,769 5,145 5,145 

発行済株式総数 (千株) 28,300 32,300 32,300 32,300 32,300 

純資産額 (百万円) 6,614 6,498 7,021 8,304 10,844 

総資産額 (百万円) 40,593 34,068 30,172 30,506 30,587 

１株当たり純資産額 （円） 233.74 88.31 106.80 150.65 240.50 

１株当たり配当額

(内１株当たり中間

配当額) 

（円） 
－ 

(－) 

－ 

(－) 

－ 

(－) 

普通株式     5.00 

第1種優先株式 10.98 

(普通株式    －) 

(第1種優先株式  －) 

普通株式     6.00

第1種優先株式10.975

(普通株式    －)

(第1種優先株式  －)

１株当たり当期純利

益(△損失) 
（円） △61.29 △157.58 17.90 44.62 94.90 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － 7.95 28.35 68.47 

自己資本比率 （％） 16.3 19.1 23.3 27.2 35.5 

自己資本利益率 （％） △31.8 △68.0 7.5 17.0 28.5 

株価収益率 （倍） △3.21 △0.70 15.08 8.29 5.69 

配当性向 （％） － － － 11.2 6.3 

従業員数 （人） 965 759 741 770 772 



２【沿革】 

年月 概要 

昭和35年４月 日本電気株式会社と米国ヒューズ・エアクラフト・カンパニーの合弁会社として、東京都千代田

区丸の内に資本金３億60百万円で、防衛用及び一般産業用電子機器並びにこれらに使用される部

品の製造、販売、保守、修理等を営業目的とし、日本アビオトロニクス株式会社の商号をもって

設立 

昭和36年11月 横浜市瀬谷区に現横浜事業所を開設 

昭和39年６月 大阪営業所（現大阪支店）を開設 

昭和40年11月 本店を東京都港区西新橋一丁目15番１号に移転 

昭和44年４月 横浜事業所本館を新設 

昭和45年４月 創立10周年を迎え、横浜事業所本館を増設 

昭和45年11月 資本金を８億27百万円に増資 

昭和46年４月 横浜事業所第３工場を新設 

昭和50年８月 名古屋出張所（現名古屋支店）を開設 

昭和51年４月 当社の全額出資によりアルス株式会社（現日本アビオニクス販売株式会社）を設立（現連結子会

社） 

昭和54年４月 当社の全額出資により山梨アビオニクス株式会社を設立（現連結子会社） 

昭和55年４月 創立20周年を迎え、社名を日本アビオニクス株式会社に変更 

昭和58年６月 資本金を10億円に増資 

昭和60年４月 福岡営業所（現福岡支店）を開設 

昭和63年２月 東京証券取引所市場第二部に上場し、資本金を36億40百万円に増資 

平成元年４月 府中営業所（現府中支店）を開設 

平成元年９月 当社の全額出資により福島アビオニクス株式会社を設立（現連結子会社） 

平成元年12月 資本金を67億69百万円に増資 

平成３年４月 甲府出張所（現甲府営業所）を開設 

平成６年７月 本店を東京都港区西新橋三丁目20番１号に移転 

平成10年４月 横浜事業所環境マネジメントシステム「ISO14001」認証取得 

平成14年10月 製造管理・生産管理システム事業及び移動体通信ソフトウェア事業を株式会社ＮＥＣ情報システ

ムズに営業譲渡 

平成15年３月 資本金を87億69百万円に増資 

平成15年４月 神奈川県高座郡寒川町に相模事業所を開設 

平成16年８月 資本金を51億45百万円に減資 



３【事業の内容】 

 当社及び当社の関係会社は、当社、親会社（日本電気株式会社）及び当社子会社３社（山梨アビオニクス株式会

社、福島アビオニクス株式会社及び日本アビオニクス販売株式会社）により構成され、情報システム製品、電子装置

製品、製造装置製品の製造、販売を主な事業内容としております。子会社である山梨アビオニクス株式会社及び福島

アビオニクス株式会社は、当社が製造、販売する上記製品の一部を製造分担しており、日本アビオニクス販売株式会

社は、上記製品の一部の販売等を行っております。 

 なお、事業の種類別セグメント情報を記載していないため、製品区分によって記載しており、その製品別の当社企

業グループの位置づけは、次の通りであります。 

 なお、当社の親会社である日本電気株式会社及びその一部の子会社に対しては、当社製品を販売するとともに、当

社が使用する一部の部品を購入しております。 

 以上について図示すると次の通りであります。 

製品区分 製品内容 主要な会社 

情報システム製品 

誘導・搭載関連装置、 

表示・音響関連装置、 

指揮・統制関連装置、 

ハイブリッドＩＣ 

当社、 

山梨アビオニクス㈱、 

福島アビオニクス㈱ 

（計３社） 

電子装置製品 

映像機器、 

赤外線機器、 

情報端末機器 

当社、 

福島アビオニクス㈱、 

日本アビオニクス販売㈱    （計３社） 

製造装置製品 
製造・検査機器、 

プリント配線板 

当社、 

山梨アビオニクス㈱、 

福島アビオニクス㈱      （計３社） 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注） 日本電気株式会社は有価証券届出書又は有価証券報告書を提出しております。 

(2）連結子会社 

 （注）１．山梨アビオニクス株式会社及び福島アビオニクス株式会社は特定子会社であります。 

２．連結子会社のうちには有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

日本電気㈱ 東京都港区 337,821 

コンピュータ、通

信機器、ソフトウ

エア等の製造及び

販売並びに関連サ

ービスの提供を含

むＩＴ・ネットワ

ークソリューショ

ン事業 

50.23 
当社の一部製品の

販売等 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

山梨アビオニクス㈱ 
山梨県南アルプ

ス市 
450 

プリント配線板等

の製造 
100 

当社が使用する一

部部品の購入 

当社からの資金援

助、建物等の賃貸

借 

被担保提供 

役員の兼任等…有 

福島アビオニクス㈱ 福島県郡山市 450 

ハイブリッドＩ

Ｃ、電子装置製品

等の製造 

100 

当社が使用する一

部部品の購入 

当社からの資金援

助、建物等の賃貸

借 

被担保提供 

役員の兼任等…有 

日本アビオニクス販

売㈱ 

神奈川県横浜市

瀬谷区 
70 

電子装置製品の販

売等 
100 

当社の一部製品の

販売等 

当社建物の賃借 

役員の兼任等…有 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメントを記載していないため部門別の従業員数を示すと次の通りであります。 

 （注）１．従業員数は就業人員を表示しております。 

２．全社（共通）部門として記載されている従業員数は、管理部門及び営業部門に所属しているものでありま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員を表示しております。 

２．従業員の平均年間給与は、時間外手当等諸手当及び賞与が含まれております。 

(3）労働組合の状況 

 日本アビオニクス労働組合は昭和39年10月に結成され、平成18年３月31日現在の組合員数は481人であります。 

 当組合は全日本電機・電子・情報関連産業労働組合連合会に加盟しております。 

 なお、会社と組合との関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

部門名 従業員数（人） 

情報システム部門 508 

電子装置部門 83 

製造装置部門 181 

全社（共通）部門 316 

合計 1,088 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円） 

772 41.3 17.5 6,585 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用情勢は依然厳しさが残るものの失業率が低下の兆しを見せ、個人消

費が緩やかに回復するとともに好調な企業業績に下支えされ民間設備投資が増加するなど回復傾向のうちに推移し

ました。 

 当社企業グループの関連するエレクトロニクス業界におきましては、競争激化による単価の下落等があったもの

のデジタル民生機器等の好調な需要に牽引され堅調に推移しました。 

 このような環境の中で当社企業グループは、高性能国産センサを使用した保守・保全、建築物の診断等を含む幅

広い用途に使用できる「アドバンスドサーモ ＴＶＳ－500」等の新製品を市場に投入するとともに製造・検査機

器の海外市場の開拓を積極的に推進し受注、売上の確保に努めました。 

 その結果、当連結会計年度における業績は、受注高が大型プロジェクトの跛行性等により278億57百万円（前年

同期比3.4％減）となりましたが、売上高は海外市場向け製造・検査機器及び情報システム製品の大型プロジェク

ト等の増加により302億53百万円（前年同期比17.7％増）と前年同期に比較して45億47百万円増加いたしました。 

 損益に関しましては、新製品開発に伴う技術研究費の増加があったものの、売上増の効果及び有利子負債の大幅

な削減による営業外費用の減少により経常利益は前期に比較して５億２百万円増加の12億70百万円（前年同期比

65.5％増）となり、当期純利益は厚生年金基金代行返上に伴う特別利益を計上したことから29億35百万円（前年同

期比112.8％増）となりました。 

 また、期末受注残高は118億37百万円（前年同期比16.8％減）であります。 

部門別の状況は、次の通りです。 

情報システム部門 

 情報システム製品については、受注は減少したものの表示・音響関連装置及び指揮・統制関連装置等の大型プロ

ジェクトにより売上は大幅に増加しました。 

 この部門の当連結会計年度の受注高は123億58百万円（前年同期比6.6％減）、売上高は144億68百万円（前年同

期比37.4％増）であります。 

電子装置部門 

 電子装置製品については、受注においては赤外線機器が新製品の発売、新市場開拓の成果により増加したもの

の、情報端末機器及び映像機器が競争激化に伴い減少した影響を吸収できず、売上においては赤外線機器の増加に

より映像機器の減少を吸収したことからほぼ横ばいとなりました。 

 この部門の当連結会計年度の受注高は70億22百万円（前年同期比11.3％減）、売上高は75億83百万円（前年同期

比0.0％増）であります。 

製造装置部門 

 製造装置製品については、プリント配線板が一部コンピュータ市場の不振により減少したものの、製造・検査機

器が新製品の販売、中国等の海外市場の開拓等により大幅に増加したことからその減少を吸収し受注、売上とも増

加しました。 

 この部門の当連結会計年度の受注高は84億75百万円（前年同期比10.2％増）、売上高は82億円（前年同期比

8.4％増）であります。 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度の「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、前連結会計年度に比べ７億64百万円増加し、32億

26百万円の収入となりました。これは、税金等調整前当期純利益を29億86百万円計上したこと及びたな卸資産が４

億48百万円減少したためであります。 

 「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、前連結会計年度に比べ３億６百万円支出が増加し、６億45百万円の

支出となりました。これは主に有形固定資産の取得による支出６億20百万円によるものです。 

 「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、前連結会計年度に比べ２億83百万円支出が増加し、25億86百万円の

支出となりました。これは、主に短期借入金の返済７億60百万円及び長期借入金の返済16億40百万円を実施したた

めです。 

 以上の結果、「現金及び現金同等物の期末残高」は前連結会計年度に比べ４百万円減少し20億７百万円となり、

当連結会計年度末における借入金残高は前連結会計年度末に比べ24億円減少し、95億円となりました。 

２【生産、受注及び販売の状況】 

 事業の種類別セグメントを記載していないため、製品区分別の「生産、受注及び販売の状況」を示すと次の通りで

あります。 

(1）生産実績 

 （注） 消費税等抜きの販売価格によって表示しております。 

(2）受注状況 

 （注）１．消費税等抜きの販売価格によって表示しております。 

２．製品区分「その他」については、受注高に含めておりません。 

製品区分 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

情報システム製品 14,467 137.6 

電子装置製品 7,917 107.9 

製造装置製品 8,146 108.5 

その他 － △100.0 

計 30,531 120.2 

製品区分 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

受注高（百万円） 前年同期比（％） 
受注残高 
（百万円） 

前年同期比（％） 

情報システム製品 12,358 93.4 10,010 82.6 

電子装置製品 7,022 88.7 551 49.6 

製造装置製品 8,475 110.2 1,275 127.5 

計 27,857 96.6 11,837 83.2 



(3）販売実績 

 （注）１．消費税等抜きの価格によって表示しております。 

２．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は次の通りであります。 

３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、民間設備投資が堅調に推移し個人消費にも回復の兆しが見えていることから日本経

済は回復傾向が続くものと予想されます。 

 このような状況の中で、当社企業グループといたしましては、当社独自技術による顧客指向の新製品の開発を行う

とともに営業力の強化、新市場の開拓を積極的に推進し、受注、売上の拡大を目指してまいります。 

 さらに、原価低減活動を推進し事業全般にわたる効率化を推進するとともにたな卸資産の削減を進めるなど一層の

収益基盤の強化に取り組んでまいります。 

 なお、平成18年３月28日に当社と日本電気株式会社は、日本電気株式会社が保有するＮＥＣ三栄株式会社の全株式

を平成18年６月30日をもって当社が譲り受けることで合意いたしました。よって、ＮＥＣ三栄株式会社は、平成18年

６月30日から当社の子会社となる予定であります。これにより当社は、ＮＥＣ三栄株式会社と連携しグローバル・レ

ベルで赤外線機器を積極的に展開してまいります。 

 以上の諸施策により、業績の向上に向けて全社一丸となって邁進する所存であります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、当社企業グループの事業その他に関す

るリスクについて、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると考えられる主な事項を記載しております。 

 なお、文中においては、将来に関する事項が含まれておりますが、当該事項は当連結会計年度末現在において判断

したものであります。また、以下の記載事項は、当社企業グループの事業等に関するリスク全てを網羅するものでは

ないことをご留意下さい。 

(1）官公庁の需要動向等による影響について 

 当社企業グループの主要製品のうち、情報システム製品については、防衛・宇宙等の官公庁向けであるため、官

公庁の需要動向等が当社企業グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）価格競争について 

 当社企業グループが事業を展開するエレクトロニクス業界において競争が激化しており、特に電子装置製品は激

しい価格競争にさらされております。当社企業グループではコストダウンを進めるとともに、高付加価値新製品の

継続的な投入により市場競争力の維持・向上に努めておりますが、価格競争のさらなる激化や長期化が当社企業グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

製品区分 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

前年同期比（％） 

情報システム製品 14,468 137.4 

電子装置製品 7,583 100.0 

製造装置製品 8,200 108.4 

その他 － △100.0 

計 30,253 117.7 

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

日本電気㈱ 5,128 20.0 7,385 24.4 

防衛庁 2,275 8.9 4,408 14.6 



(3）日本電気株式会社との関係 

 日本電気株式会社は当社の親会社でありますとともに、売上高は24％を占める主要取引先であります。同社の事

業展開方針によっては業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(4）法的規制に係るもの 

 電子装置製品の一部には使用している部品の輸入に際して米国政府の規制を受けているものがあります。これら

につきましては米国政府の規制等の動向により、当社の生産、販売に影響を及ぼす可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

１．技術導入契約 

 （注） 上記については、ロイヤリティとして正味販売価格に対する一定率を支払うこととなっております。 

２．株式譲渡契約 

 平成18年３月28日開催の当社取締役会におきまして、ＮＥＣ三栄株式会社の全株式を日本電気株式会社より取

得することを決議し、株式譲渡契約を締結しました。なお、当該株式取得は特定子会社の異動に該当します。 

① ＮＥＣ三栄株式会社の内容 

名称       ＮＥＣ三栄株式会社 

住所       東京都立川市曙町一丁目25番12号 

代表者の氏名   代表取締役社長 設楽恒男 

資本金      ４億80百万円（平成17年３月31日現在） 

事業の内容    赤外線機器、工業計測機器の製造・販売 

② 異動の前後における当社の所有に係る議決権の数及び総株主の議決権に対する割合 

         （異動前）      （異動後） 

ａ 当社所有議決権の数         －        全議決権数 

ｂ 総株主の議決権に対する割合     －         100％ 

③ 異動の理由 

 これまで当社とＮＥＣ三栄株式会社はＮＥＣグループ企業としてそれぞれ赤外線機器を展開してまいりま

したが、今後の市場競争激化に備えるとともに、監視・セキュリティ領域等の成長領域に積極展開するため

連携してこれに当ることに合意しました。そこで、当社は日本電気株式会社よりＮＥＣ三栄株式会社の全株

式を取得し、当社の子会社として経営統合することにいたしました。これによって、相互の事業・収益基盤

を強化、拡充していくことが可能となり、グローバル・レベルで赤外線機器を積極的に展開し、業績向上に

努めてまいります。 

④ 異動の年月日 

平成18年３月28日 株式譲渡契約締結 

平成18年６月30日 株式譲受予定 

契約締結先 内容 契約発効日 契約期限 

レイセオン・カ

ンパニー 

（米国） 

情報表示装置等の製造に関する技術 平成12年11月27日 平成22年12月31日 

ロッキード・マ

ーチン・コーポ

レーション 

（米国） 

情報表示装置等の製造に関する技術 平成12年５月23日 平成22年12月31日 



６【研究開発活動】 

 当社企業グループは、独自のエレクトロニクス技術とシステム技術をもとに、新しい価値を創造することを目指

し、先端技術分野での基礎研究、応用研究をはじめとして、事業運営に直結した新技術、新製品の開発を行っており

ます。 

 現在の研究開発活動は主に当社の情報システム製品、電子装置製品及び製造装置製品の技術部門により進めており

ます。 

 なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は、10億30百万円であり、主な研究内容は以下の通りでありま

す。 

(1）信号処理プロセッサボードの研究 

 艦船や航空機に搭載する信号処理プロセッサボードは、高速演算処理や高速データ転送といった情報処理能力の

ほかに、高密度、小型化に加え耐温湿度、耐振動、耐衝撃等の耐環境性能が要求されます。 

 本年度は、より高性能なマルチＣＰＵを採用して高速演算処理を実現するとともに、光インタフェースを採用し

てデータ転送品質をさらに向上させ、ＣＰＵ間インタフェース方式を見直すことで、スループットを含めた総合的

伝送能力の向上を実現することができました。また、ヒートシンク等の構造改善により耐振動、耐衝撃及び放熱性

能の両面を向上させて耐環境性能評価試験を行った結果、期待した性能を確認することができました。 

(2）赤外線サーモグラフィ「アドバンスドサーモ ＴＶＳ－500」の開発 

 物体の表面温度分布を非接触で計測する赤外線サーモグラフィの分野において、プラント機器や電力設備等の保

守・保全用途から土木・建築物の診断、さらには品質管理や各種研究開発までと幅広いニーズに対応するため、ハ

イコストパフォーマンスモデルの「アドバンスドサーモ ＴＶＳ－500」を開発し市場に投入いたしました。 

 本製品は高性能な国産赤外線センサの搭載により高画質映像を実現するとともに、可視画像と熱画像を重ね合わ

せて同時表示できる当社独自開発のイメージミキシング機能を搭載して、計測診断能力を向上させることができま

した。 

 また、新開発のソフト「アドバンスドパッケージ」を本体内蔵のＵＳＢメモリに搭載し、本体とＰＣをＵＳＢケ

ーブルで接続するだけでオンラインでの表示・記録及び本体のコントロールが可能となります。さらに堅牢性を考

慮したアルミボディに新たなパームグリップタイプの斬新なエルゴノミックデザインを採用したことで、様々な使

用環境での信頼性の向上と使い易さを実現いたしました。 

(3）パルスヒート電源「ＴＣＷ－315／ＰＨＵ－35」の開発 

 最近の携帯電話に代表されるモバイル機器はカメラ搭載、ＴＶ機能対応等多機能化が加速し、それに伴い電子部

品の製造においては高密度実装技術の進歩が重要となっております。そこで、市場が要求する「より精密で高品質

な接合」を実現するため、ハンダ付け、熱圧着及び樹脂の熱カシメを高速かつ高品質で行うパルスヒート電源「Ｔ

ＣＷ－315／ＰＨＵ－35」の２機種を開発いたしました。 

 本電源は、温度制御機能においてはデジタルＰＩＤ制御方式を採用することにより、従来のアナログ方式では固

定であった制御ゲインの任意設定と接合対象毎に最適な温度プロファイルの作成を可能とし、さらに加熱時間の設

定単位を従来の10分の１となる0.01秒へ短縮して温度精度と設定分解能を向上させることで、「より精密な接合」

を可能といたしました。また、品質管理機能においては加熱ツールのみならず加熱部周辺の熱影響を同時に測定で

きるように補助用熱電対入力を設け、温度プロファイル、平均値、ピーク値等の多彩なモニタリングを大型ＬＣＤ

でリアルタイムに表示することで「より高品質な接合」を可能といたしました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態の分析 

 当連結会計年度末においては前連結会計年度に続き当期純利益の計上により資本の部が改善されました。この要

因としては、まず安定した収益基盤が確立し、売上高が前年同期比17.7％増加したことにより、売上総利益が10億

19百万円増加、加えて技術研究費を中心に期間費用が増加したものの有利子負債の大幅な削減による営業外費用の

減少により、経常利益が増加したことによります。また当連結会計年度は厚生年金基金代行返上に伴う特別利益を

計上したことから当期純利益は前年同期比112.8％増加の29億35百万円となりました。 

 当連結会計年度末の総資産は前連結会計年度末に比べ２億70百万円増加し314億69万円となりました。そのうち

流動資産は224億21百万円で総資産に占める割合は71.2％と前連結会計年度とほぼ横ばいとなっております。これ

は前連結会計年度に比べたな卸資産が減少したものの、売上高が45億47百万円増加したことにより売上債権が増加

した結果、流動資産全体は前連結会計年度並みとなりました。 

 当連結会計年度末の負債は前連結会計年度末に比べ24億77百万円減少し203億28百万円となりました。これは短

期借入金及び長期借入金あわせて24億円の返済を実施したためであります。また、厚生年金基金代行返上により退

職給付引当金が14億77百万円減少いたしました。 

 資本の部につきましては、上記の通り、当期純利益の計上により利益剰余金が前連結会計年度末の13億93百万円

から改善し41億43百万円となり、資本の部全体は、111億40百万円となり自己資本比率は35.4％に改善いたしまし

た。 

(2）キャッシュ・フローの分析 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (2）キャッシュ・フロー」をご参照下さい。 

(3）経営成績の分析 

 「第２ 事業の状況 １ 業績等の概要 (1）業績」をご参照下さい。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度において、当社企業グループでは、情報システム製品用生産設備の増強等の投資を行いました。そ

の結果、グループ全体で６億33百万円の設備投資となりました。 

２【主要な設備の状況】 

 当社企業グループの当連結会計年度末における主要な設備は次の通りであります。 

(1）提出会社 

(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額は建設仮勘定を除いており、消費税等抜きの金額であります。 

２．上記の他、主要な賃借及びリース設備として、以下のものがあります。 

(1）提出会社 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

部門名 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

工具器具備
品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

合計 
（百万円） 

横浜事業所 

(神奈川県横浜市瀬谷区) 

情報システム 

全社（共通） 

生産設備 

その他設備 
678 375 415 

3,289 

(27,048)
4,759 512 

相模事業所 

(神奈川県高座郡寒川町) 

電子装置 

製造装置 
生産設備 36 13 196 

－ 

(－)
246 111 

本社 

(東京都港区) 
全社（共通） その他設備 8 － 70 

－ 

(－)
78 121 

大阪支店他 

(大阪府大阪市淀川区他) 
全社（共通） その他設備 1 － 24 

－ 

(－)
25 28 

  平成18年３月31日現在

会社名 所在地 部門名 設備の内容 

帳簿価額 

従業員数 
（人） 

建物及び
構築物 
（百万円）

機械装置及
び運搬具 
（百万円） 

工具器具備
品 
（百万円） 

土地 
（百万円） 
(面積㎡) 

合計 
（百万円） 

山梨アビオニ

クス㈱ 

山梨県 

南アルプス

市 

製造装置 生産設備 1,045 218 45 
412 

(33,901)
1,722 132 

福島アビオニ

クス㈱ 

福島県 

郡山市 

情報システ

ム 

電子装置 

生産設備 580 68 19 
1,092 

(99,308)
1,761 126 

事業所名 
（所在地） 

部門名 設備の内容 
年間賃借及びリース料 

（百万円） 

本社 

（東京都港区） 
全社（共通） 本社ビル（賃借） 99 

相模事業所 

（神奈川県高座郡寒川町） 

電子装置 

製造装置 
事業所建物（賃借） 59 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設の計画は次の通りであります。 

重要な設備の新設 

 （注） 消費税等抜きの価格で表示しております。 

会社名 
事業所名 

所在地 部門名 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定年月 

備考 
総額 

（百万円） 
既支払額 
（百万円） 

着手 完了 

当社 

横浜事業所 

相模事業所 

神奈川県 

横浜市 

瀬谷区他 

情報システ

ム等 
生産設備 690 － 自己資金  

平成18年 

４月  

平成19年 

３月 
  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 第１種優先株式の内容は次の通りであります。 

１．議決権 

後記２③に定める第１種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。 

２．優先配当金 

① 優先配当金の額 １株当たりの優先配当金（以下「第１種優先株式配当金」という。）の額は、以下の

算式に従い算出される金額とする。第１種優先株式配当金は、円位未満小数第４位まで算出し、その小

数第４位を四捨五入する。ただし、計算の結果、第１種優先株式配当金の額が金20円を超える場合は20

円とする。 

第１種優先株式配当金＝1,000円×（日本円TIBOR＋1.0％） 

「日本円TIBOR」とは、平成15年４月１日（配当起算日）及びそれ以降の毎年４月１日（以下「第１種

優先株式配当算出基準日」という。）現在における日本円のトーキョー・インター・バンク・オファー

ド・レート（６ヶ月物）として全国銀行協会によって公表される数値とし、上記計算式においては、次

回の第１種優先株式配当算出基準日の前日までの各事業年度について適用される。ただし、第１種優先

株式配当算出基準日が銀行休業日の場合は、直前営業日を第１種優先株式配当算出基準日とする。第１

種優先株式配当算出基準日に日本円TIBORが公表されない場合、同日（当日が銀行休業日の場合は直前

営業日）ロンドン時間午前11時にスクリーン・ページに表示されるロンドン銀行間市場出し手レート

（ユーロ円LIBOR６ヶ月物（360日ベース））を日本円TIBORに代えて用いるものとする。 

② 優先中間配当金の額 １株当たりの優先中間配当金の額は、第１種優先株式配当金の２分の１又は１株

につき10円の低い方を上限として決定する金額とする。 

③ 非累積条項 ある事業年度において、第１種優先株式を有する株主（以下「第１種優先株主」とい

う。）又は第１種優先株式の登録株式質権者（以下「第１種優先登録株式質権者」という。）に対し、

第１種優先株式配当金の一部又は全部が支払われないときは、その不足額は翌事業年度以降に累積しな

い。 

④ 非参加条項 第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対しては、第１種優先株式配当金を超え

て配当は行わない。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 76,000,000 

第１種優先株式 4,000,000 

計 80,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年６月29日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 28,300,000 28,300,000 
東京証券取引所市場第二

部 
－ 

第１種優先株式 4,000,000 4,000,000 非上場 （注） 

計 32,300,000 32,300,000 － － 



３．残余財産の分配 

当会社が残余財産を分配するときは、第１種優先株主又は第１種優先登録株式質権者に対し１株につき

1,000円を普通株主又は普通株式の登録株式質権者に先立って金銭により支払い、これ以外の残余財産の

分配は行わない。 

４．株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等 

当会社は、第１種優先株式の併合もしくは分割、株式無償割当て又は新株予約権無償割当ては行わない。

また、当会社は、第１種優先株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける

権利を与えない。 

５．取得請求権 

第１種優先株主は、平成18年４月１日以降、当会社の前事業年度の株主資本等変動計算書における繰越利

益剰余金の当期末残高が20億円を超えている場合、毎年７月１日から７月31日までの間（以下「取得請求

可能期間」という。）において、繰越利益剰余金の当期末残高の50％から、当会社に当該取得請求がなさ

れた事業年度において、当会社が下記６及び７において定める取得条項による取得又は任意買入をすでに

行ったか、行う決定を行った分の第１種優先株式の価額の合計額を控除した金額を限度として第１種優先

株式の全部又は一部を取得請求することができる。ただし、前記限度額を超えて第１種優先株主から取得

請求があった場合、取得の順位は、取得請求可能期間経過後において実施する抽選その他の方法により決

定する。当会社は、第１種優先株式を取得するのと引き換えに第１種優先株式１株につき1,000円に第１

種優先株式配当金の額を取得日の属する事業年度の初日から取得日までの日数（初日及び取得日を含

む。）で日割計算した額（円位未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入する。）を加算し

た額の金銭を交付するものとする。 

６．取得条項 

当会社は、平成18年４月１日以降、法令の定めに従い、第１種優先株式の全部又は一部を取得することが

できる。一部取得の場合は、抽選その他の方法により行う。当会社は、第１種優先株式を取得するのと引

き換えに第１種優先株式１株につき1,000円に第１種優先株式配当金の額を取得日の属する事業年度の初

日から取得日までの日数（初日及び取得日を含む。）で日割計算した額（円位未満小数第４位まで算出

し、その小数第４位を四捨五入する。）を加算した額の金銭を交付するものとする。ただし、当該事業年

度において第１種優先株式中間配当金を支払ったときは、その額を控除した額とする。 

７．消却 

当会社は、法令の定めに従い、第１種優先株式を買い入れ、これを当該買入価額により消却することがで

きる。 

８．普通株式の交付と引き換えに第１種優先株式の取得を請求する権利 

第１種優先株主は、平成22年４月１日以降いつでも次の転換価額等の条件で、当会社に対して、普通株式

の交付と引き換えに取得を請求（以下「転換請求」という。）することができる。 

① 当初転換価額 当初転換価額は、平成22年４月１日における普通株式の時価とする。当該時価が113円

（以下「下限転換価額」という。）を下回る場合には、当初転換価額はかかる下限転換価額とする。た

だし、下記③に規定の転換価額の調整の要因が平成22年４月１日までに発生した場合には、かかる下限

転換価額について下記③の規定に準じて同様な調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、平成22年４月１日に先立つ45取引日に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所に

おける当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除

く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。 

② 転換価額の修正 転換価額は、平成23年４月１日以降毎年４月１日（以下「転換価額修正日」とい

う。）における普通株式の時価に修正するものとする。当該時価が上記①に規定の下限転換価額を下回

る場合には修正後転換価額はかかる下限転換価額とする。ただし、転換価額が転換価額修正日までに、

下記③により調整された場合には、下限転換価額についても同様な調整を行うものとする。 

上記「時価」とは、各転換価額修正日に先立つ45取引日に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所に

おける当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除

く。）とし、その計算は円位未満小数第１位まで算出し、その小数第１位を四捨五入する。 



③ 転換価額の調整 第１種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合、株

式分割により普通株式を発行する場合その他一定の場合には、転換価額を以下に定める算式により調整

する。 

また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する価額に変更され

る。 

④ 取得と引換えに交付すべき普通株式数 第１種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式数は、次

の通りとする。 

発行株式数算出にあたって１株未満の端株が生じたときは、これを切り捨て、金銭による調整を行わな

い。 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 資本金及び資本準備金の減少額は欠損填補によるものであります。 

(4）【所有者別状況】 

① 普通株式 

 （注）１．上記「その他の法人」には、証券保管振替機構名義の株式が４単元含まれております。 

２．自己株式22,815株は「個人その他」に22単元、「単元未満株式の状況」に815株をそれぞれ含めて記載して

おります。 

      
新規発行株
式数 

×
１株当たり払
込金額 

調整後転換
価額 

＝ 
調整前転
換価額 

×
既発行株
式数 

＋ １株当たり時価 

    既発行株式数＋新規発行株式数 

取得と引換えに交付
すべき普通株式数 

＝ 

第１種優先株主が転換請求のために提出した第１種
優先株式の払込金額総額 

転換価額

年月日 
発行済株式総

数増減数(株) 

発行済株式総

数残高（株） 

資本金増減額

（百万円） 

資本金残高

（百万円） 

資本準備金増

減額(百万円) 

資本準備金残

高（百万円） 

平成16年６月29日 － 32,300,000 － 8,769 △7,769 － 

平成16年８月11日 － 32,300,000 △3,623 5,145 － － 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 8 26 53 12 2 3,570 3,671 － 

所有株式数

（単元） 
－ 1,916 599 14,506 202 18 10,956 28,197 103,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 6.8 2.1 51.5 0.7 0.1 38.8 100 － 



② 第１種優先株式 

(5）【大株主の状況】 

① 普通株式 

② 第１種優先株式 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － － － 1 － － － 1 － 

所有株式数

（単元） 
－ － － 4,000 － － － 4,000 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ － － 100 － － － 100 － 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電気（株） 東京都港区芝五丁目７番１号 14,151 50.00 

日本証券金融（株） 東京都中央区日本橋茅場町一丁目２番10号 715 2.53 

日本アビオニクス従業員持株

会 
神奈川県横浜市瀬谷区本郷二丁目28番２ 537 1.90 

（株）三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１番２号 441 1.56 

住友信託銀行（株） 大阪府大阪市中央区北浜四丁目５番33号 249 0.88 

伊藤 豊 愛知県名古屋市熱田区 220 0.78 

住友生命保険（相） 東京都中央区築地七丁目18番24号 218 0.77 

三井住友海上火災保険（株） 東京都中央区新川二丁目27番２号 161 0.57 

岡三証券（株） 東京都中央区日本橋一丁目17番６号 151 0.53 

三菱ＵＦＪ証券（株） 東京都千代田区丸の内二丁目４番１号 128 0.45 

計 － 16,971 59.97 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本電気（株） 東京都港区芝五丁目７番１号 4,000 100 

計 － 4,000 100 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）１．内容は、「１．株式等の状況 (1）株式の総数等 ②発行済株式」の「内容」に記載しております。 

２．「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株（議決権の数４個）含ま

れております。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 優先株式 4,000,000 － （注１） 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    22,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 28,175,000 28,175 － 

単元未満株式 普通株式   103,000 － － 

発行済株式総数 32,300,000 － － 

総株主の議決権 － 28,175 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本アビオニクス

㈱ 

東京都港区西新橋

三丁目20番１号 
22,000 － 22,000 0.07 

計 － 22,000 － 22,000 0.07 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、株主の皆様に対する利益還元を経営の重要事項と認識しており、財務体質の改善と将来の事業展開に備え

た内部留保に努め、企業体質の強化をはかりながら、各期の業績等を総合的に勘案して、安定的かつ適正な配当を継

続していくことを基本方針としております。 

 当期末の利益配当金につきましては、上記の方針を踏まえて、普通株式については１株につき１円増配の６円、第

１種優先株式については１株につき10円97銭５厘として定時株主総会で承認されました。 

なお、会社法施行後における配当支払に関する方針につきましては、変更の予定はございません。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

回次 第52期 第53期 第54期 第55期 第56期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 310 220 320 495 650 

最低（円） 175 75 108 262 342 

月別 17年10月 17年11月 17年12月 18年１月 18年２月 18年３月 

最高（円） 478 493 635 650 571 542 

最低（円） 430 427 482 510 450 464 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

代表取締役 

社 長 
  鈴木 泰次 昭和16年11月26日生 

昭和40年４月 日本電気㈱入社 

平成２年６月 同社情報処理特定防衛システ

ム事業部長就任 

平成４年７月 同社Ｃ＆Ｃオープンシステム

技術本部長就任 

平成11年６月 同社取締役就任 

平成12年４月 同社ＮＥＣソリューションズ

執行役員常務就任 

平成16年４月 同社執行役員専務就任 

平成17年４月 当社顧問就任 

平成17年６月 当社社長就任（現任） 

12 

代表取締役 

副社長 
  加藤 修司 昭和18年２月４日生 

昭和41年４月 当社入社 

平成元年４月 経理部長代理就任 

平成５年６月 経理部長就任 

平成10年６月 取締役就任 

平成16年６月 代表取締役 常務取締役就任 

平成18年６月 代表取締役 副社長就任 

（現任） 

17 

常務取締役   杉内 克己 昭和18年７月16日生 

昭和43年４月 日本電気㈱入社 

平成８年10月 同社無線事業本部電波応用事

業部長就任 

平成12年４月 同社ＮＥＣネットワークス航

空宇宙・防衛事業本部エグゼ

クティブエキスパート就任 

平成12年６月 当社取締役就任 

平成18年６月 当社常務取締役就任（現任） 

25 

常務取締役   設楽 恒男 昭和20年１月10日生 

昭和42年４月 日本電気㈱入社 

平成５年７月 同社通信制御事業部長就任 

平成８年６月 日本電気ロボットエンジニア

リング㈱取締役就任 

平成13年６月 同社常務取締役就任 

平成14年６月 ＮＥＣ三栄㈱常務取締役就任 

平成15年６月 同社代表取締役社長就任 

（現任） 

平成18年６月 当社常務取締役就任（現任） 

－ 

取締役 支配人 会田 宏実 昭和21年10月３日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成７年７月 情報システム事業部システム

部長就任 

平成12年10月 情報システム事業部長代理就

任 

平成16年６月 情報システム事業部長就任 

平成18年４月 支配人就任（現任） 

平成18年６月 取締役就任（現任） 

1 

取締役 非常勤 根来 周三 昭和23年５月２日生 

昭和49年４月 日本電気㈱入社 

平成７年７月 同社無線事業本部電波応用事

業部ＡＳＷシステム技術部長

就任 

平成10年12月 同社無線事業本部電波応用事

業部長代理就任 

平成14年４月 同社ＮＥＣネットワークス航

空宇宙・防衛事業本部電波応

用事業部長就任 

平成16年４月 同社＜社会インフラソリュー

ションビジネスユニット＞航

空宇宙・防衛事業本部副事業

本部長就任（現任） 

平成18年６月 当社取締役就任（現任） 

－ 

 



 （注）１．取締役根来周三氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役小野隆男及び渡谷和行の両氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査

役１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次の通りであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

監査役 常勤 小川 和夫 昭和22年６月29日生 

昭和45年４月 当社入社 

平成７年７月 資材部長代理就任 

平成10年６月 資材部長就任 

平成14年６月 事業支援本部長就任 

平成18年６月 監査役就任（現任） 

－ 

監査役 常勤 津田 好美 昭和23年11月６日生 

昭和46年４月 当社入社 

平成８年４月 経理部長代理就任 

平成９年４月 総務部長就任 

平成16年６月 経営企画本部監査部長就任 

平成18年６月 監査役就任（現任） 

2 

監査役 非常勤 小野 隆男 昭和23年７月４日生 

昭和47年４月 日本電気㈱入社 

平成12年４月 同社経理部長代理就任 

平成14年10月 同社経理部長就任 

平成16年４月 同社支配人就任 

平成16年６月 当社監査役就任（現任） 

平成18年４月 日本電気㈱執行役員就任 

（現任） 

－ 

監査役 非常勤 渡谷 和行 昭和33年７月１日生 

昭和56年４月 日本電気㈱入社 

平成８年７月 同社国際資材部購買課長就任 

平成15年７月 同社経営企画部グループマネ

ージャー就任 

平成16年４月 同社事業開発部グループマネ

ージャー就任 

平成18年４月 同社事業開発本部コーポレー

トアライアンス部長就任 

（現任）  

平成18年６月 当社監査役就任（現任） 

－ 

    計 57 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

山本 徳男 昭和33年２月24日生 

昭和56年４月 日本電気㈱入社 

平成５年７月 同社経理第一部計画部計画課長就任 

平成11年７月 同社関連部第二部マネージャー就任 

平成15年４月 同社関連企業部マネージャー就任 

平成17年４月 同社関連企業部統括マネージャー就任 

（現任） 

－ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

 当社企業グループは、コンプライアンス体制を構築し、公正、透明な企業活動を推進することが企業価値を増大さ

せ継続的な事業の発展を可能とすると考え、コーポレート・ガバナンスを重要事項と認識しております。 

その実施状況は、次の通りであります。 

① 会社の機関の内容 

・経営の監督と執行の分離、迅速な意思決定等のため取締役数を削減し、従業員へ権限の委譲をはかっておりま

す。 

また、取締役会は月１回の定期の他必要に応じ随時開催し、経営上重要な事項の決議及び業務の執行状況の報告

が各取締役より行われております。なお、経営監視体制のよりいっそうの強化のため、平成18年６月29日開催の

定時株主総会において、社外取締役１名を選任いたしました。 

・当社は監査役制度採用会社であります。監査役４名のうち２名が社外監査役であります。 

② 内部統制システムの整備の状況 

・当社は、当社における企業倫理の確立並びに法令、定款及び社内規程の遵守の確保を目的とした「企業行動憲

章」及び「Avio行動規範」を周知徹底し、遵守することを基本方針としており、「企業行動憲章」及び「Avio行

動規範」の遵守のために全社的な活動を展開し、その実施状況等について監査部が監査を実施し、監査結果につ

いて必要に応じ業務改善等を実行しております。 

・内部統制システムの整備に必要な社内規程を整備し、法令及び規程に基づいた適切な業務執行を実施しておりま

す。 

・監査役、会計監査人及び監査部は互いに連携を取り、報告、意見交換、情報の共有等により監査の実効性と効率

性を高めております。 

・当社企業グループにおいては、子会社への役員派遣、子会社業務運営の重要事項に対する当社経営会議又は常務

会の審議並びに取締役会付議等を行うとともに、業務の適正確保のための体制構築について日常的に指導・支援

を行っております。また、当社の親会社である日本電気株式会社についても体制構築について日常的な連携を実

施しております。 

③ 内部監査及び監査役監査の状況 

・内部監査につきましては、監査部（２名）を設置し業務の執行状況についてコンプライアンスを含めて全社的な

監査を定期的に実施しております。その結果について必要に応じ業務改善等を実行しております。 

・常勤の監査役は取締役会その他重要な会議すべてに出席し業務の執行状況を監査しております。なお、監査役と

会計監査人の連携状況につきましては、中間及び期末の決算期並びに会計監査計画作成時の年３回、定期的に会

計監査人は監査役に報告を行うとともに、必要ある場合、随時報告、意見交換等を行っております。 

また、監査役と内部監査部門の連携状況につきましては、監査の対象・時期及び監査結果等について調整、情報

の共有等を行うとともに、必要ある場合、監査部長は監査役に報告を行っております。 

④ 会計監査の状況 

・会計監査につきましては、商法及び証券取引法の規定に基づき、連結財務諸表及び財務諸表について中央青山監

査法人により監査を受けております。当事業年度における会計監査の体制は以下の通りであります。 

業務を執行した公認会計士の氏名 

指定社員 業務執行社員  植田正義氏及び中嶋康博氏 

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士３名、会計士補他５名 

・当社と同監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はありません。

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

 社外取締役は、親会社である日本電気株式会社の従業員が就任しており、社外監査役は親会社である日本電気株

式会社の執行役員及び従業員が就任しております。日本電気株式会社は当社の議決権50.23％を所有しており、当

社は日本電気株式会社に対して当社の一部製品の販売等の取引がありますが、これらは会社間の定常的な取引であ

り、当社と社外取締役及び社外監査役との間に人的関係、その他の利害関係はありません。 

⑥ リスク管理体制の整備の状況 

・経営戦略に関する意思決定など経営判断に関するリスクについては、必要に応じて弁護士、公認会計士など外部

の専門家の助言を受け、関係部門において分析及び対策を検討しております。 

・リスク管理の観点から特に重要な案件については、事前に十分な審議を行ったうえで、取締役会に付議しており

ます。 

・各部門のリスク管理体制の監査は、監査部が行っております。 



⑦ 役員報酬の内容 

当事業年度における当社の役員報酬は以下の通りであります。 

取締役に対する報酬                  90百万円 

監査役に対する報酬                  24百万円 

⑧ 監査報酬の内容 

当事業年度における監査法人に対する監査報酬は以下の通りであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬  15百万円 

上記以外の業務に基づく報酬              －百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、第55期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び第55期事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）並びに当連結会計年度（平成17年４月１日

から平成18年３月31日まで）及び第56期事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表及

び財務諸表について、中央青山監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   2,011   2,007  

２．受取手形及び売掛金   7,323   8,300  

３．たな卸資産   11,402   10,953  

４．繰延税金資産   735   740  

５．その他   622   460  

６．貸倒引当金   △30   △40  

流動資産合計   22,064 70.7  22,421 71.2 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※１       

１．建物及び構築物  8,158   8,261   

減価償却累計額  5,673 2,484  5,882 2,379  

２．機械装置及び運搬具  7,681   7,197   

減価償却累計額  6,886 794  6,522 674  

３．工具器具備品  3,956   4,002   

減価償却累計額  3,341 614  3,202 799  

４．土地 ※２  4,847   4,847  

５．建設仮勘定   20   44  

有形固定資産合計   8,762 28.1  8,745 27.8 

(2）無形固定資産        

１．その他   136   110  

無形固定資産合計   136 0.4  110 0.4 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   34   34  

２．その他   313   290  

３．貸倒引当金   △112   △133  

投資その他の資産合計   235 0.8  191 0.6 

固定資産合計   9,134 29.3  9,047 28.8 

資産合計   31,198 100  31,469 100 

        
 



  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形及び買掛金   5,012   5,092  

２．短期借入金 ※１  4,600   3,840  

３．未払法人税等   123   104  

４．その他   2,052   3,283  

流動負債合計   11,789 37.8  12,320 39.2 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金 ※１  7,300   5,660  

２．再評価に係る繰延税金
負債 

※２  1,274   1,274  

３．退職給付引当金   2,443   966  

４．役員退職慰労引当金   －   107  

固定負債合計   11,017 35.3  8,008 25.4 

負債合計   22,806 73.1  20,328 64.6 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※５  5,145 16.5  5,145 16.3 

Ⅱ 利益剰余金   1,393 4.5  4,143 13.2 

Ⅲ 土地再評価差額金 ※２  1,857 5.9  1,857 5.9 

Ⅳ 自己株式 ※６  △4 △0.0  △6 △0.0 

資本合計   8,392 26.9  11,140 35.4 

負債・資本合計   31,198 100  31,469 100 

        



②【連結損益計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   25,705 100  30,253 100 

Ⅱ 売上原価   19,581 76.2  23,110 76.4 

売上総利益   6,123 23.8  7,142 23.6 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※１ 
※２ 

 5,012 19.5  5,561 18.4 

営業利益   1,111 4.3  1,581 5.2 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  0   0   

２．受取配当金  0   0   

３．為替差益  1   －   

４．受取手数料  －   26   

５．その他  66 68 0.3 14 41 0.1 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  376   320   

２．その他  36 412 1.6 32 352 1.1 

経常利益   767 3.0  1,270 4.2 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  40 －   

２．厚生年金基金代行返上
益 

 － 40 0.2 2,174 2,174 7.2

Ⅶ 特別損失        

１．たな卸資産廃棄損  －   305   

２．固定資産除却損  103   50   

３．貸倒引当金繰入額  －    17    

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 －    84    

５．役員退職慰労金  38 142 0.6 － 457 1.5 

税金等調整前当期純利
益 

  665 2.6  2,986 9.9 

法人税、住民税及び事
業税 

 57   55   

法人税等調整額  △772 △714 △2.8 △5 50 0.2 

当期純利益   1,379 5.4  2,935 9.7 

        



③【連結剰余金計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   7,769  － 

Ⅱ 資本剰余金減少高      

１．欠損填補のための取崩
額 

 7,769 7,769 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高   －  － 

      

（利益剰余金の部）      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   △11,378  1,393 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

１．当期純利益  1,379  2,935  

２．資本剰余金取崩による
増加高 

 7,769  －  

３．資本減少による増加高  3,623 12,772 － 2,935 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１．配当金  － － 185 185 

Ⅳ 利益剰余金期末残高   1,393  4,143 

      



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日）

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日）

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益  665 2,986 

減価償却費  726 672 

退職給付引当金の増加額又は減少額（△）  677 △1,477 

受取利息及び受取配当金  △0 △0 

支払利息  376 320 

売上債権の減少額又は増加額（△）  1,031 △977 

たな卸資産の減少額又は増加額（△）  △1,103 448 

仕入債務の増加額  305 79 

その他  194 1,523 

小計  2,872 3,575 

利息及び配当金の受取額  0 0 

利息の支払額  △341 △293 

法人税等の支払額  △69 △55 

営業活動によるキャッシュ・フロー  2,461 3,226 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有形固定資産の取得による支出  △412 △620 

無形固定資産の取得による支出  △51 △28 

その他  125 3 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △338 △645 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純減少額  △3,060 △760 

長期借入金の借入れによる収入  2,000 － 

長期借入金の返済による支出  △1,240 △1,640 

配当金の支払額  － △183 

その他  △2 △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,302 △2,586 

Ⅳ 現金及び現金同等物の減少額（△）  △179 △4 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高  2,190 2,011 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高  2,011 2,007 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

１．連結の範囲に関する事項  山梨アビオニクス株式会社、福島アビ

オニクス株式会社及び日本アビオニクス

販売株式会社の子会社３社すべてが連結

に含められております。 

同左 

２．持分法の適用に関する事

項 

 非連結子会社及び関連会社はありませ

ん。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の決算日は３月31日であ

り、連結決算日と一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

  

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、

売却原価は主として移動平均法

により算定） 

１）有価証券 

その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

 

 ２）たな卸資産 

製品、半製品、原材料及び貯蔵品 

主として総平均法による原価法 

仕掛品及び未着品 

個別法による原価法 

２）たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

１）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は次の通りであ

ります。 

建物及び構築物   ３～50年 

機械装置及び運搬具 ４～10年 

工具器具備品    ２～20年 

１）有形固定資産 

同左 

 ２）無形固定資産 

定額法 

 なお、自社利用ソフトウェアについ

ては、社内利用期間に基づく定額法に

よっております。 

２）無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

１）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し計

上しております。 

１）貸倒引当金 

同左 

 



項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

 ２）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、連

結会計年度末における退職給付債務か

ら年金資産並びに会計基準変更時差異

未処理額、未認識数理計算上の差異、

未認識過去勤務債務を加減した額を退

職給付引当金として計上しておりま

す。退職給付会計基準の適用に伴い発

生した会計基準変更時差異8,516百万円

は、平成12年４月１日から15年による

按分額を費用処理しております。数理

計算上の差異はその発生時の従業員の

平均残存勤務期間で按分した額をそれ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。過去勤務債務はその

発生時の従業員の平均残存勤務期間で

按分した額を費用処理しております。 

２）退職給付引当金 

同左 

 （追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成17年２月１

日に厚生労働大臣から将来分支給義務免

除の認可を受けました。 

 当連結会計年度末日現在において測定

された返還相当額（最低責任準備金）は

4,313百万円であり、当該返還相当額（最

低責任準備金）の支払が当連結会計年度

末日に行われたと仮定して「退職給付会

計に関する実務指針（中間報告）」（日

本公認会計士協会会計制度委員会報告第

13号）第44－２項を適用した場合に生じ

る損益の見込額は2,021百万円（利益）で

あります。 

（追加情報） 

 当社及び一部の連結子会社は、確定給

付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基

金の代行部分について、平成18年２月１

日に厚生労働大臣から過去分返上の認可

を受けました。 

 当連結会計年度における損益に与えて

いる影響額は、特別利益として2,174百万

円計上しております。 

 ────── ３）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、社内規程に基づく連結会計年度末

要支給額を計上しております。 

（追加情報） 

 当社の役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理していましたが、当

連結会計年度から当社社内規程に基づく

連結会計年度末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法によっており

ます。これは当連結会計年度において規

程を制定したことに伴い、財務の健全性

をはかるため行ったものであります。 

 この結果、当連結会計年度発生額23百

万円は販売費及び一般管理費に計上し、

過年度対応額84百万円は特別損失に計上

しております。 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



項目 前連結会計年度 当連結会計年度 

(5）重要なヘッジ会計の方

法 

１）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

また、金利スワップについて特例処理

の条件を充たしている場合は特例処理

を採用しております。 

１）ヘッジ会計の方法 

同左 

 ２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の支払利息 

２）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ３）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社内規程

に基づき、金利の変動によるリスクの

低減のため、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。 

３）ヘッジ方針 

同左 

 ４）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条

件が同一であるため、高い有効性を有

しております。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

４）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(6）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

１）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

１）消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

 ただし、当連結会計年度において該当

事項はありません。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 ５年間の均等償却方法を採用しており

ます。 

 ただし、当連結会計年度において該当

事項はありません。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書における利益処分又

は損失処理については、連結会計年度中

に確定した金額に基づいて計上しており

ます。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前連結会計年度 当連結会計年度 

────── （固定資産の減損に係る会計基準）  

当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。  

前連結会計年度 当連結会計年度 

────── 株式譲渡契約 

 平成18年３月28日開催の当社取締役会におきまして、Ｎ

ＥＣ三栄株式会社の全株式を日本電気株式会社より取得す

ることを決議しました。 

 ① ＮＥＣ三栄株式会社の内容 

名称             ＮＥＣ三栄株式会社

住所       東京都立川市曙町一丁目25番12号

代表者の氏名      代表取締役社長 設楽恒男

資本金   ４億80百万円（平成17年３月31日現在）

事業の内容 赤外線機器、工業計測機器の製造・販売

 ② 異動の前後における当社の所有に係る議決権の数及び

総株主の議決権に対する割合 

               （異動前） （異動後）

ａ 当社所有議決権の数     －   全議決権数

ｂ 総株主の議決権に対する割合 －     100％ 

 ③ 異動の理由 

これまで当社とＮＥＣ三栄株式会社はＮＥＣグループ

企業としてそれぞれ赤外線機器を展開してまいりまし

たが、今後の市場競争激化に備えるとともに、監視・

セキュリティ領域等の成長領域に積極展開するため連

携してこれに当ることに合意しました。そこで、当社

は日本電気株式会社よりＮＥＣ三栄株式会社の全株式

を取得し、当社の子会社として経営統合することにい

たしました。これによって、相互の事業・収益基盤を

強化、拡充していくことが可能となり、グローバル・

レベルで赤外線機器を積極的に展開し、業績向上に努

めてまいります。 

 ④ 異動の年月日 

平成18年３月28日 株式譲渡契約締結 

平成18年６月30日 株式譲受予定 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１．有形固定資産のうち、次の資産は工場財団として

下記借入の担保に供しております。 

※１．有形固定資産のうち、次の資産は工場財団として

下記借入の担保に供しております。 

建物及び構築物 2,098百万円

機械装置及び運搬具 241 

工具器具備品 70 

土地 4,794 

計 7,204 

建物及び構築物 1,979百万円

機械装置及び運搬具 219 

工具器具備品 48 

土地 4,794 

計 7,041 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 1,118 

長期借入金 1,640 

（内一年以内返済予定額 240） 

計 2,758 

短期借入金 799 

長期借入金 1,400 

（内一年以内返済予定額 240） 

計 2,199 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、平成14年３月31日に下記

方法により事業用土地の再評価を行っております。

連結貸借対照表記載の土地の価額は当該再評価額に

基づいております。なお、取得価額と再評価額との

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

※２．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、平成14年３月31日に下記

方法により事業用土地の再評価を行っております。

連結貸借対照表記載の土地の価額は当該再評価額に

基づいております。なお、取得価額と再評価額との

差額については、当該評価差額に係る税金相当額を

「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計

上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」

として資本の部に計上しております。 

再評価の方法 再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算定しております。 

 当連結会計年度末において、上記方法により再

評価した価額は、連結貸借対照表記載の土地の価

額を564百万円下回っております。 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算定しております。 

 当連結会計年度末において、上記方法により再

評価した価額は、連結貸借対照表記載の土地の価

額を508百万円下回っております。 

 ３．偶発債務  ３．偶発債務 

保証債務 保証債務 

 従業員の住宅取得資金の借入金に対する保証  従業員の住宅取得資金の借入金に対する保証 

 72百万円  59百万円

 



（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 ４．財務上の特約  ４．財務上の特約 

 借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当連

結会計年度末残高5,740百万円）及びコミットメント

ライン契約（契約総額6,000百万円、当連結会計年度

末借入未実行残高3,340百万円）には、契約期間中に

おいて純資産額、営業利益、経常利益を一定の水準

に維持する等の財務上の特約が定められておりま

す。 

 借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当連

結会計年度末残高4,900百万円）及びコミットメント

ライン契約（契約総額6,000百万円、当連結会計年度

末借入未実行残高4,100百万円）には、契約期間中に

おいて純資産額、営業利益、経常利益を一定の水準

に維持する等の財務上の特約が定められておりま

す。 

※５．発行済株式の種類及び総数 ※５．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 28,300,000株 

第１種優先株式 4,000,000株 

普通株式 28,300,000株 

第１種優先株式 4,000,000株 

※６．保有する自己株式の種類及び株式数 ※６．保有する自己株式の種類及び株式数 

普通株式 17,648株 普通株式 22,815株 

前連結会計年度 当連結会計年度 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次の通りであります。 

特許権使用料 148百万円

給与手当 1,303 

賞与 335 

退職給付費用 401 

旅費交通費 262 

減価償却費 61 

賃借料 254 

技術研究費 727 

特許権使用料 164百万円

貸倒引当金繰入額 13 

給与手当 1,292 

賞与 413 

退職給付費用 327 

役員退職慰労引当金繰入額 23 

旅費交通費 256 

減価償却費 89 

賃借料 245 

技術研究費 1,030 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※２．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

 727百万円    1,030百万円

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

「現金及び預金」 2,011百万円

現金及び現金同等物期末残高 2,011 

「現金及び預金」 2,007百万円

現金及び現金同等物期末残高 2,007 



（リース取引関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

619 385 233 

工具器具備品 394 230 163 

合計 1,013 616 396 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置及び
運搬具 

374 156 217 

工具器具備品 252 116 136 

合計 627 273 354 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 187百万円

１年超 209百万円

合計 396百万円

１年内 128百万円

１年超 225百万円

合計 354百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 232百万円

減価償却費相当額 232百万円

支払リース料 201百万円

減価償却費相当額 201百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

  （減損損失について）  

リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

有価証券 

前連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 当連結会計年度末において、その他有価証券で時価のあるものはありません。 

２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度（平成18年３月31日現在） 

該当事項はありません。 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額 

69 40 － 



（デリバティブ取引関係） 

１．取引の状況に関する事項 

２．取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関係 

 すべてヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引であるため、開示の対象から除いております。

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

金利関係 

 すべてヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引であるため、開示の対象から除いております。

前連結会計年度 当連結会計年度 

(1）取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ取

引であります。 

(1）取引の内容 

同左 

(2）取引に対する取組方針 

 デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリス

ク回避を目的としており、投機的な取引は行わない方

針であります。 

(2）取引に対する取組方針 

同左 

(3）取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、金利関連として借入金の将来

の市場金利変動によるリスクを回避する目的で利用し

ております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

(3）取引の利用目的 

同左 

ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 また、金利スワップについて特例処理の条件を充た

している場合には特例処理を採用しております。 

 

ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段…金利スワップ 

 ヘッジ対象…借入金の支払利息 

 

ヘッジ方針 

 金利の変動によるリスクの低減のため、対象債務

の範囲内でヘッジを行っております。 

 

ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条件が同一であ

るため、高い有効性を有しております。 

 ただし、特例処理によっている金利スワップにつ

いては、有効性の評価を省略しております。 

 

(4）取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引においては、市場金利変動による

リスクを有しております。また、デリバティブ取引の

契約先は、信用度の高い国内の金融機関であるため、

相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほ

とんどないと判断しております。 

(4）取引に係るリスクの内容 

同左 

(5）取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の実行及び管理は、社内規程に基

づき経理担当部門が決裁者の承認を得て行っておりま

す。 

(5）取引に係るリスク管理体制 

同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており

ましたが、厚生年金基金制度については厚生年金基金の代行部分について平成18年２月１日に厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受けたことに伴い、確定給付企業年金制度に移行いたしました。また、連結子会社にお

いては厚生年金基金制度から移行した確定給付企業年金制度、適格退職年金制度又は退職一時金制度を設けて

おります。 

２．退職給付債務に関する事項 

  前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

(1） 退職給付債務 △18,007 △15,416 

(2） 年金資産 8,621 10,806 

(3） 未積立退職給付債務 (1）＋(2） △9,385 △4,610 

(4） 会計基準変更時差異の未処理額 5,652 3,727 

(5） 未認識数理計算上の差異 3,972 469 

(6） 未認識過去勤務債務（債務の減額） △2,682 △552 

(7） 退職給付引当金 (3）＋(4）＋(5）＋(6） △2,443 △966 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 （注） １．厚生年金基金の代行部分を含めて記載してお

ります。 

２．厚生年金基金の代行部分返上に関し、当連結

会計年度末日現在において測定された返還相

当額（最低責任準備金）は4,313百万円であ

り、当該返還相当額（最低責任準備金）の支

払が当連結会計年度末日に行われたと仮定し

て「退職給付会計に関する実務指針（中間報

告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会

報告第13号）第44－２項を適用した場合に生

じる損益の見込額は2,021百万円（利益）で

あります。 

３．連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 

 （注） １．厚生年金基金の代行部分については当連結会

計年度末日現在において未返還であるため、

上記に含めて記載しております。 

２．連結子会社は、退職給付債務の算定にあた

り、簡便法を採用しております。 



３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  前連結会計年度（百万円） 当連結会計年度（百万円）

(1） 勤務費用（注１） 349 604 

(2） 利息費用 374 320 

(3） 期待運用収益 △181 △202 

(4） 会計基準変更時差異の費用処理額 565 539 

(5） 数理計算上の差異の費用処理額 382 337 

(6） 過去勤務債務の費用処理額 △79 △177 

(7） 退職給付費用 (1）＋(2）＋(3）＋(4）＋(5）＋(6） 1,410 1,422 

(8） 厚生年金基金の代行部分返上に伴う損益 － △2,174 

  計 (7）＋(8） 1,410 △751 

前連結会計年度 当連結会計年度 

 （注） １．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「勤務費用」に計上しております。

 （注） １．厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除し

ております。 

２．簡便法を採用している連結子会社の退職給付

費用は、「勤務費用」に計上しております。

 前連結会計年度 当連結会計年度 

(1）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 同左 

(2）割引率 2.0％ 同左 

(3）期待運用収益率 2.5％ 同左 

(4）過去勤務債務の額の処理年数 14年～15年（発生時の従業

員の平均残存勤務期間によ

る定額法によっておりま

す。） 

同左 

(5）数理計算上の差異の処理年数 14年～15年（発生時の従業

員の平均残存勤務期間によ

る定額法により、それぞれ

発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。） 

同左 

(6）会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左 



（税効果会計関係） 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

繰越欠損金 2,374百万円

退職給付引当金 903 

その他 472 

計 3,750 

評価性引当額 3,015 

繰延税金資産合計 735 

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,221百万円

未払費用 390 

退職給付引当金 385 

その他 247 

計 2,245 

評価性引当額 1,505 

繰延税金資産合計 740 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 4.0

住民税均等割等 8.7

評価性引当額の影響 △158.5

その他 △2.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △107.4

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.4

住民税均等割等 1.5

評価性引当額の影響 △41.7

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.7



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社企業グループが製造販売する各種製品は、主として情報システム、電子装置、製造装置の「電子応用機

器」であり、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める当該セ

グメントの割合がいずれも90％を超えているため、その記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社企業グループが製造販売する各種製品は、すべて電子応用機器であり事業区分が単一セグメントのた

め、該当事項はありません。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社企業グループは海外拠点を有しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社企業グループは海外拠点を有しておりませんので、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

取引条件ないしは取引条件の決定方針等 

 （注）１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上、決定して

おります。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 
(百万円)

事業の内
容 

議決権の
被所有割
合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上の関
係 

親会

社 

日本電

気㈱ 

東京都

港区 
337,820 

コン  

ピュー

タ、通信

機器、ソ

フトウエ

ア等の製

造及び販

売並びに

関連サー

ビスの提

供を含む 

ＩＴ・ネ

ットワー

クソリュ

ーション

事業 

直接 

50.26 

間接 

－ 

兼任 

－ 

当社の一部

製品の販売

等 

情報システ

ム製品等の

販売 

5,128 

受取手

形及び

売掛金 

1,881 



(2）子会社等 

 （注） 取引金額は平成17年３月31日現在の当該担保提供に係る借入金残高であります。 

 なお、当社の1,640百万円の借入金に対して上記子会社２社より共同担保提供を受けておりますが、各社に係

る借入金残高の区分が困難なため、取引金額には借入金残高1,640百万円同額をそれぞれ表示しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）親会社及び法人主要株主等 

取引条件ないしは取引条件の決定方針等 

 （注）１．製品の販売については、市場価格、総原価を勘案して当社見積価格を提示し、その都度交渉の上、決定して

おります。 

２．取引金額には、消費税等は含まれておりません。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円)

事業の内
容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上の関
係 

子会社 

山梨アビ

オニクス

㈱ 

山梨県

南アル

プス市 

450 

プリント

配線板等

の製造 

100 
兼任 

３名 

当社が使用

する一部部

品の購入等 

当社の銀行

借入金に対

する工場財

団担保の提

供 

1,640 － － 

子会社 

福島アビ

オニクス

㈱ 

福島県

郡山市 
450 

ハイブリ

ッドＩ

Ｃ、電子

装置等の

製造 

100 
兼任 

５名 

当社が使用

する一部部

品の購入等 

当社の銀行

借入金に対

する工場財

団担保の提

供 

1,640 － － 

属性 
会社等
の名称 

住所 
資本金 
(百万円)

事業の内
容 

議決権の
被所有割
合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上の関
係 

親会

社 

日本電

気㈱ 

東京都

港区 
337,821 

コン  

ピュー

タ、通信

機器、ソ

フトウエ

ア等の製

造及び販

売並びに

関連サー

ビスの提

供を含む 

ＩＴ・ネ

ットワー

クソリュ

ーション

事業 

直接 

50.23 

間接 

－ 

兼任 

－ 

当社の一部

製品の販売

等 

情報システ

ム製品等の

販売 

7,385 

受取手

形及び

売掛金 

2,570 



(2）子会社等 

 （注） 取引金額は平成18年３月31日現在の当該担保提供に係る借入金残高であります。 

 なお、当社の1,400百万円の借入金に対して上記子会社２社より共同担保提供を受けておりますが、各社に係

る借入金残高の区分が困難なため、取引金額には借入金残高1,400百万円同額をそれぞれ表示しております。 

属性 
会社等の
名称 

住所 
資本金 
(百万円)

事業の内
容 

議決権の
所有割合 
（％） 

関係内容 

取引内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上の関
係 

子会社 

山梨アビ

オニクス

㈱ 

山梨県

南アル

プス市 

450 

プリント

配線板等

の製造 

100 
兼任 

３名 

当社が使用

する一部部

品の購入等 

当社の銀行

借入金に対

する工場財

団担保の提

供 

1,400 － － 

子会社 

福島アビ

オニクス

㈱ 

福島県

郡山市 
450 

ハイブリ

ッドＩ

Ｃ、電子

装置等の

製造 

100 
兼任 

５名 

当社が使用

する一部部

品の購入等 

当社の銀行

借入金に対

する工場財

団担保の提

供 

1,400 － － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下の通りであります。 

前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり純資産額 153円74銭

１株当たり当期純利益 47円22銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
29円95銭

１株当たり純資産額 250円95銭

１株当たり当期純利益 102円26銭

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
73円69銭

 前連結会計年度 当連結会計年度 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,379 2,935 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 43 43 

（うち利益処分による優先配当額） (43) (43) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,335 2,892 

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,284 28,279 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） 43 43 

（うち利益処分による優先配当額） (43) (43) 

普通株式増加数（千株） 17,777 11,560 

（うち第１種優先株式） (17,777) (11,560) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注） 長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年間の返済予定額は次の通りでありま

す。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 2,960 2,200 1.4 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 1,640 1,640 1.7 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 7,300 5,660 1.7 平成19年～22年 

その他の有利子負債 － － － － 

合計 11,900 9,500 － － 

 
１年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金 1,640 3,620 400 － 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   1,908   1,964  

２．受取手形   462   406  

３．売掛金 ※１  6,910   7,868  

４．製品   748   924  

５．半製品   286   208  

６．原材料   1,660   1,692  

７．仕掛品   6,954   6,428  

８．未着品   277   211  

９．前渡金   314   238  

10．前払費用   72   72  

11．繰延税金資産   735   740  

12．関係会社短期貸付金   3,272   3,132  

13．未収入金   416   218  

14．その他   18   7  

15．貸倒引当金   △30   △40  

流動資産合計   24,006 78.7  24,073 78.7 

Ⅱ 固定資産        

(1）有形固定資産 ※２       

１．建物  2,490   2,515   

減価償却累計額  1,727 762  1,797 717  

２．構築物  194   195   

減価償却累計額  154 39  159 36  

３．機械装置  3,631   3,399   

減価償却累計額  3,178 452  3,010 388  

４．車両運搬具  7   7   

減価償却累計額  6 0  6 0  

５．工具器具備品  3,017   3,049   

減価償却累計額  2,490 526  2,341 707  

６．土地 ※３  3,342   3,342  

７．建設仮勘定   20   44  

有形固定資産合計   5,145 16.9  5,237 17.1 

 



  
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

(2）無形固定資産        

１．ソフトウェア   113   82  

２．施設利用権   10   10  

無形固定資産合計   124 0.4  92 0.3 

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   34   34  

２．関係会社株式   1,000   1,000  

３．長期前払費用   68   40  

４．その他の投資   198   198  

５．更生債権   －   3  

６．貸倒引当金   △70   △91  

投資その他の資産合計   1,229 4.0  1,184 3.9 

固定資産合計   6,499 21.3  6,514 21.3 

資産合計   30,506 100  30,587 100 

        

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．支払手形   676   489  

２．買掛金 ※１  4,128   4,550  

３．短期借入金 ※２  2,960   2,200  

４．一年以内返済予定の長
期借入金 

  1,640   1,640  

５．未払金   427   460  

６．未払法人税等   109   90  

７．未払消費税等   16   93  

８．未払費用   563   793  

９．前受金   710   1,460  

10．預り金   166   122  

11．設備支払手形   18   12  

12．その他   12   －  

流動負債合計   11,429 37.5  11,912 38.9 

 



  
第55期 

（平成17年３月31日） 
第56期 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

金額（百万円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債        

１．長期借入金   7,300   5,660  

２．再評価に係る繰延税金
負債 

※３  1,274   1,274  

３．退職給付引当金   2,197   787  

４．役員退職慰労引当金   －   107  

固定負債合計   10,772 35.3  7,829 25.6 

負債合計   22,201 72.8  19,742 64.5 

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※４  5,145 16.8  5,145 16.8 

Ⅱ 利益剰余金        

１．利益準備金  －   18   

２．当期未処分利益  1,306   3,829   

利益剰余金合計   1,306 4.3  3,848 12.6 

Ⅲ 土地再評価差額金 ※３  1,857 6.1  1,857 6.1 

Ⅳ 自己株式 ※５  △4 △0.0  △6 △0.0 

資本合計   8,304 27.2  10,844 35.5 

負債・資本合計   30,506 100  30,587 100 

        



②【損益計算書】 

  
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

金額（百万円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高 ※１  25,327 100  29,810 100 

Ⅱ 売上原価        

１．製品期首たな卸高  976   748   

２．当期製品製造原価 ※２ 19,894   23,947   

合計  20,871   24,696   

３．製品期末たな卸高  748   924   

４．他勘定振替高 ※３ 9 20,112 79.4 30 23,740 79.7 

売上総利益   5,215 20.6  6,070 20.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 
※４ 
※５ 

 4,358 17.2  4,746 15.9 

営業利益   856 3.4  1,323 4.4 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息 ※６ 61   56   

２．受取配当金 ※７ 27   40   

３．為替差益  1   －   

４．その他  61 151 0.6 12 109 0.4 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  376   320   

２．その他  25 401 1.6 31 351 1.2 

経常利益   606 2.4  1,081 3.6 

Ⅵ 特別利益        

１．投資有価証券売却益  40   －   

２．厚生年金基金代行返上
益 

 － 40 0.1 2,034 2,034 6.8 

Ⅶ 特別損失        

１．たな卸資産廃棄損  －   205   

２．固定資産除却損  22   33   

３．貸倒引当金繰入額  －   17   

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

 －   84   

５．役員退職慰労金  35 58 0.2 － 341 1.1 

税引前当期純利益   588 2.3  2,774 9.3 

法人税、住民税及び事
業税 

 55   52   

法人税等調整額  △772 △717 △2.9 △5 47 0.1 

当期純利益   1,306 5.2  2,727 9.2 

前期繰越利益又は前期
繰越損失（△） 

  △3,623   1,102  

資本減少による欠損填
補額 

  3,623   －  

当期未処分利益   1,306   3,829  

        



製造原価明細書 

 （注） 

  
第55期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  13,124 57.1 13,271 52.7 

Ⅱ 労務費  5,189 22.6 5,881 23.4 

Ⅲ 経費 ※１ 4,663 20.3 6,012 23.9 

当期総製造費用  22,978 100 25,166 100 

期首仕掛品たな卸高  5,482  6,954  

期首半製品たな卸高  250  286  

合計  28,711  32,407  

期末仕掛品たな卸高  6,954  6,428  

期末半製品たな卸高  286  208  

他勘定振替高 ※２ 1,575  1,823  

当期製品製造原価  19,894  23,947  

      

第55期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第56期 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１． 経費のうち主なものは、外注加工費2,401百万

円、減価償却費418百万円であります。 

※１． 経費のうち主なものは、外注加工費3,051百万

円、減価償却費386百万円であります。 

※２． 他勘定振替高の内訳         百万円 ※２． 他勘定振替高の内訳         百万円 

販売費及び一般管理費 1,055 

固定資産 520 

計 1,575 

販売費及び一般管理費 1,454 

固定資産 369 

計 1,823 

（原価計算の方法） （原価計算の方法） 

 製品原価の計算は個別原価計算の方法により、製品

別、ロット別に発行される製造指図書に従って、実際原

価により計算集計されております。 

同左 



③【利益処分計算書】 

  
第55期 

（平成17年６月29日） 
株主総会承認日 

第56期 
（平成18年６月29日） 
株主総会承認日 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,306  3,829 

Ⅱ 利益処分額      

１．利益準備金  18  21  

２．第１種優先株式配当金  43  43  

３．普通株式配当金  141 203 169 234

      

Ⅲ 次期繰越利益   1,102  3,595 

      



重要な会計方針 

項目 第55期 第56期 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）子会社株式 

移動平均法による原価法 

(1）子会社株式 

同左 

 (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 期末日の市場価格等に基づく時価

法 

 （評価差額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は主として移動

平均法により算定） 

(2）その他有価証券 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 時価のないもの 

移動平均法による原価法 

 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、半製品及び原材料 

総平均法による原価法 

(1）製品、半製品及び原材料 

同左 

 (2）仕掛品及び未着品 

個別法による原価法 

(2）仕掛品及び未着品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

定率法 

 なお、主な耐用年数は以下の通りで

あります。 

建物     ８～50年 

機械装置     10年 

工具器具備品 ２～20年 

(1）有形固定資産 

同左 

 (2）無形固定資産 

定額法 

 ただし、自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内利用可能期間に基づく定

額法によっております。 

(2）無形固定資産 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し計

上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 第55期 第56期 

 (2）退職給付引当金 

 従業員への退職給付に備えるため、

期末における退職給付債務から年金資

産並びに会計基準変更時差異未処理

額、未認識数理計算上の差異、未認識

過去勤務債務を加減した額を退職給付

引当金として計上しております。退職

給付会計基準の適用に伴い発生した会

計基準変更時差異8,232百万円は、平成

12年４月１日から15年による按分額を

費用処理しております。数理計算上の

差異はその発生時の従業員の平均残存

勤務期間で按分した額をそれぞれ発生

の翌期から費用処理しております。過

去勤務債務はその発生時の従業員の平

均残存勤務期間で按分した額を費用処

理しております。 

(2）退職給付引当金 

同左 

 （追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成17年２月１日に厚生労働大臣か

ら将来分支給義務免除の認可を受けまし

た。 

 当期末日現在において測定された返還

相当額（最低責任準備金）は4,065百万円

であり、当該返還相当額（最低責任準備

金）の支払が当期末日に行われたと仮定

して「退職給付会計に関する実務指針

（中間報告）」（日本公認会計士協会会

計制度委員会報告第13号）第44－２項を

適用した場合に生じる損益の見込額は

1,901百万円（利益）であります。 

（追加情報） 

 当社は、確定給付企業年金法の施行に

伴い、厚生年金基金の代行部分につい

て、平成18年２月１日に厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受けました。 

 当事業年度における損益に与えている

影響額は、特別利益として2,034百万円計

上しております。 

  ────── (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、社内規程に基づく期末要支給額を

計上しております。 

（追加情報） 

 当社の役員退職慰労金は、従来、支出

時の費用として処理していましたが、当

期から当社社内規程に基づく期末要支給

額を役員退職慰労引当金として計上する

方法によっております。これは当期にお

いて規程を制定したことに伴い、財務の

健全性をはかるため行ったものでありま

す。 

 この結果、当事業年度発生額23百万円

は販売費及び一般管理費に計上し、過年

度対応額84百万円は特別損失に計上して

おります。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 第55期 第56期 

６．ヘッジ会計の方法 (1）ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理によっております。

また、金利スワップについて特例処理

の条件を充たしている場合は特例処理

を採用しております。 

(1）ヘッジ会計の方法 

同左 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の支払利息 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 (3）ヘッジ方針 

 デリバティブ取引に関する社内規程

に基づき、金利の変動によるリスクの

低減のため、対象債務の範囲内でヘッ

ジを行っております。 

(3）ヘッジ方針 

同左 

 (4）ヘッジの有効性評価の方法 

 ヘッジ手段とヘッジ対象は重要な条

件が同一であるため、高い有効性を有

しております。 

 ただし、特例処理によっている金利

スワップについては、有効性の評価を

省略しております。 

(4）ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 

第55期 第56期 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。これによる損益に与える影響はありません。 



追加情報 

第55期 第56期 

────── 株式譲渡契約 

  平成18年３月28日開催の当社取締役会におきまして、Ｎ

ＥＣ三栄株式会社の全株式を日本電気株式会社より取得す

ることを決議しました。 

 ① ＮＥＣ三栄株式会社の内容 

名称             ＮＥＣ三栄株式会社

住所       東京都立川市曙町一丁目25番12号

代表者の氏名      代表取締役社長 設楽恒男

資本金   ４億80百万円（平成17年３月31日現在）

事業の内容 赤外線機器、工業計測機器の製造・販売

 ② 異動の前後における当社の所有に係る議決権の数及び

総株主の議決権に対する割合 

              （異動前）  （異動後）

ａ 当社所有議決権の数     －   全議決権数

ｂ 総株主の議決権に対する割合 －     100％ 

 ③ 異動の理由 

これまで当社とＮＥＣ三栄株式会社はＮＥＣグループ

企業としてそれぞれ赤外線機器を展開してまいりまし

たが、今後の市場競争激化に備えるとともに、監視・

セキュリティ領域等の成長領域に積極展開するため連

携してこれに当ることに合意しました。そこで、当社

は日本電気株式会社よりＮＥＣ三栄株式会社の全株式

を取得し、当社の子会社として経営統合することにい

たしました。これによって、相互の事業・収益基盤を

強化、拡充していくことが可能となり、グローバル・

レベルで赤外線機器を積極的に展開し、業績向上に努

めてまいります。 

 ④ 異動の年月日 

平成18年３月28日 株式譲渡契約締結 

平成18年６月30日 株式譲受予定 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第55期 第56期 

※１．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれる関係

会社に対する主な資産及び負債は次の通りでありま

す。 

※１．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれる関係

会社に対する主な資産及び負債は次の通りでありま

す。 

［資産］ 百万円

売掛金 2,334 

［負債］ 百万円

買掛金 712 

［資産］ 百万円

売掛金      2,947 

［負債］ 百万円

買掛金  880 

※２．有形固定資産のうち、次の資産は工場財団として

下記借入の担保に供しております。 

※２．有形固定資産のうち、次の資産は工場財団として

下記借入の担保に供しております。 

建物 542百万円

機械装置 156 

工具器具備品 63 

土地 3,289 

計 4,051 

建物 500百万円

機械装置  143 

工具器具備品  41 

土地      3,289 

計      3,974 

上記に対応する債務 上記に対応する債務 

短期借入金 1,118 短期借入金   799 

※３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、平成14年３月31日に下記

方法により事業用土地の再評価を行っております。

貸借対照表記載の土地の価額は当該再評価額に基づ

いております。なお、取得価額と再評価額との差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。 

※３．土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公

布法律第34号）に基づき、平成14年３月31日に下記

方法により事業用土地の再評価を行っております。

貸借対照表記載の土地の価額は当該再評価額に基づ

いております。なお、取得価額と再評価額との差額

については、当該評価差額に係る税金相当額を「再

評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上

し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」と

して資本の部に計上しております。 

再評価の方法 再評価の方法 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算定しております。 

当事業年度末において、上記方法により再評価し

た価額は、貸借対照表記載の土地の価額を564百万

円下回っております。 

 「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に定め

る地価税法第16条に規定する地価税の課税価格の

計算の基礎となる土地の価額を算定するために国

税庁長官が定めて公表した方法により算定した価

額に合理的な調整を行って算定しております。 

当事業年度末において、上記方法により再評価し

た価額は、貸借対照表記載の土地の価額を508百万

円下回っております。 

※４．会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総

数 

※４．会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総

数 

授権株式数 普通株式 76,000千株 

 第１種優先株式 4,000 

発行済株式総数 普通株式 28,300千株 

 第１種優先株式 4,000 

授権株式数 普通株式 76,000千株 

 第１種優先株式 4,000 

発行済株式総数 普通株式 28,300千株 

 第１種優先株式 4,000 

 



第55期 第56期 

※５．自己株式 ※５．自己株式 

保有する自己株式の種類及び総数 保有する自己株式の種類及び総数 

普通株式 17,648株 普通株式 22,815株 

 ６．偶発債務  ６．偶発債務 

保証債務 保証債務 

従業員の住宅取得資金の借入金に対する保証 従業員の住宅取得資金の借入金に対する保証 

 72百万円  59百万円

 ７．財務上の特約  ７．財務上の特約 

 借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当期

末残高5,740百万円）及びコミットメントライン契約

（契約総額6,000百万円、当期末借入未実行残高

3,340百万円）には、契約期間中において純資産額、

営業利益、経常利益を一定の水準に維持する等の財

務上の特約が定められております。 

 借入金のうち、シンジケート・ローン契約（当期

末残高4,900百万円）及びコミットメントライン契約

（契約総額6,000百万円、当期末借入未実行残高

4,100百万円）には、契約期間中において純資産額、

営業利益、経常利益を一定の水準に維持する等の財

務上の特約が定められております。 

８．       ────── ８．平成16年６月29日開催の定時株主総会において下

記の欠損填補を行っております。 

 資本準備金 

利益準備金 

7,769百万円

224百万円

 ９．配当制限  ９．配当制限 

 土地再評価差額金1,857百万円は、土地の再評価に

関する法律第７条の２第１項の規定により、配当に

充当することが制限されております。 

 土地再評価差額金1,857百万円は、土地の再評価に

関する法律第７条の２第１項の規定により、配当に

充当することが制限されております。 



（損益計算書関係） 

第55期 第56期 

※１．関係会社売上高          5,849百万円 ※１．関係会社売上高          8,249百万円 

※２．関係会社仕入高          5,749百万円 ※２．関係会社仕入高          6,099百万円 

※３．製品の他勘定振替高の内訳は次の通りでありま

す。 

※３．製品の他勘定振替高の内訳は次の通りでありま

す。 

販売費及び一般管理費 9百万円 販売費及び一般管理費 30百万円

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は58％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は42％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は次の通りであります。 

※４．販売費に属する費用のおおよその割合は57％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は43％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は次の通りであります。 

販売手数料 77百万円

荷造運賃 68 

広告宣伝費 96 

特許権使用料 148 

役員報酬 93 

給与手当 1,085 

賞与 278 

退職給付費用 394 

法定福利費 173 

厚生費 11 

旅費交通費 212 

交際費 55 

減価償却費 49 

通信費 80 

消耗品費 30 

賃借料 228 

租税公課 76 

技術研究費 714 

販売手数料 59百万円

荷造運賃  55 

広告宣伝費  120 

特許権使用料  159 

貸倒引当金繰入額 13 

役員報酬  114 

役員退職慰労引当金繰入額 23 

給与手当      1,055 

賞与  334 

退職給付費用  296 

法定福利費  199 

旅費交通費  206 

交際費  60 

減価償却費  44 

通信費  74 

消耗品費  56 

賃借料  209 

租税公課  78 

技術研究費  1,020 

※５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※５．一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

714百万円 1,020百万円 

※６．関係会社受取利息          61百万円 ※６．関係会社受取利息          56百万円 

※７．関係会社受取配当金         27百万円 ※７．関係会社受取配当金         40百万円 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成

18年３月31日）における子会社株式で時価のあるものはありません。 

第55期 第56期 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 8 4 4 

車両運搬具 3 2 1 

工具器具備品 347 215 131 

合計 360 222 137 

 
取得価額
相当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額
（百万円） 

期末残高
相当額 
（百万円）

機械装置 8 6 2 

車両運搬具 7 4 2 

工具器具備品 135 89 46 

合計 152 100 51 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 93百万円

１年超 44百万円

合計 137百万円

１年内 39百万円

１年超 12百万円

合計 51百万円

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定し

ております。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 132百万円

減価償却費相当額 132百万円

支払リース料 95百万円

減価償却費相当額 95百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 ４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（税効果会計関係） 

第55期 第56期 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

繰越欠損金 1,759百万円

退職給付引当金 799 

関係会社株式評価損 604 

その他 303 

計 3,467 

評価性引当額 2,732 

繰延税金資産合計 735 

繰延税金資産  

繰越欠損金 904百万円

関係会社株式評価損 604 

退職給付引当金 320 

その他 493 

計 2,322 

評価性引当額 1,582 

繰延税金資産合計 740 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異がある時の当該差異の原因とな

った主要な項目別の内訳 

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0

住民税均等割等 9.3

評価性引当額の影響 △173.8

その他 0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 △121.7

 （％）

法定実効税率 40.7

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9

住民税均等割等 1.5

評価性引当額の影響 △41.3

その他 △0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 1.7



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下の通りであります。 

第55期 第56期 

１株当たり純資産額 150円65銭 

１株当たり当期純利益 44円62銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
28円35銭 

１株当たり純資産額 240円50銭 

１株当たり当期純利益 94円90銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純

利益 
68円47銭 

 第55期 第56期 

１株当たり当期純利益   

当期純利益（百万円） 1,306 2,727 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 43 43 

（うち利益処分による優先配当額） (43) (43) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 1,262 2,683 

普通株式の期中平均株式数（千株） 28,284 28,279 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（百万円） 43 43 

（うち利益処分による優先配当額） (43) (43) 

普通株式増加数（千株） 17,777 11,560 

（うち第１種優先株式） (17,777) (11,560) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

────── ────── 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

 有価証券の金額が資産総額の100分の１以下であるため、財務諸表等規則第121条の規定により記載を省略して

おります。 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．工具器具備品の当期増加額の主なものは情報システム製品用生産設備であります。 

２．工具器具備品の当期減少額の主なものは情報システム製品用生産設備であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高 
（百万円） 

有形固定資産        

建物 2,490 25 0 2,515 1,797 70 717 

構築物 194 1 － 195 159 5 36 

機械装置 3,631 12 245 3,399 3,010 64 388 

車両運搬具 7 － 0 7 6 0 0 

工具器具備品 3,017 443 411 3,049 2,341 239 707 

土地 3,342 － － 3,342 － － 3,342 

建設仮勘定 20 557 533 44 － － 44 

有形固定資産計 12,703 1,040 1,191 12,553 7,316 379 5,237 

無形固定資産        

ソフトウェア 345 19 － 365 282 50 82 

施設利用権 17 － － 17 6 0 10 

無形固定資産計 362 19 － 382 289 51 92 

長期前払費用 68 － 27 40 － － 40 



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株式数は22,815株であります。 

２．優先株式の内容については、「第４．提出会社の状況 １．株式等の状況」に記載しております。 

３．利益準備金の当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、洗替戻入額であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 5,145 － － 5,145 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式 （株） (28,300,000) － － (28,300,000) 

第１種優先株式（注２） （株） (4,000,000) － － (4,000,000) 

計 （株） (32,300,000) － － (32,300,000) 

計 （百万円） 5,145 － － 5,145 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

資本準備金      

株式払込剰余金 （百万円） － － － － 

計 （百万円） － － － － 

利益準備金及

び任意積立金 

利益準備金 （百万円） － 18 － 18 

計 （百万円） － 18 － 18 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 100 60 － 30 131 

役員退職慰労引当金 － 107 － － 107 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

（資産の部） 

① 現金及び預金 

② 受取手形 

ａ 相手先別内訳 

ｂ 期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

現金 5 

預金の種類  

当座預金 30 

普通預金 1,213 

通知預金 715 

小計 1,958 

計 1,964 

相手先 金額（百万円） 

協和テクノロジィズ㈱ 80 

ダイワボウ情報システム㈱ 58 

㈱ライオン事務器 47 

住友商事㈱ 21 

ダイキン工業㈱ 21 

その他 176 

計 406 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 － 

５月 － 

６月 218 

７月 126 

８月 61 

９月以降 0 

計 406 



③ 売掛金 

ａ 相手先別内訳 

ｂ 売掛金滞留状況 

 （注） 当期売上高は消費税等込の価格であります。 

④ 製品 

⑤ 半製品 

⑥ 原材料 

相手先 金額（百万円） 

日本電気㈱ 2,570 

三菱電機㈱ 750 

日本アビオニクス販売㈱ 377 

防衛庁 362 

㈱リコー 232 

その他 3,574 

計 7,868 

前期末残高 
（百万円） 

当期売上高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間 

(A) (B) (C) (D) 
Ｃ 

───── 
Ａ ＋ Ｂ 

 × 100 Ｄ ÷ 
Ｂ 
── 
12 

6,910 31,193 30,236 7,868 79.3 3.0ヵ月 

区分 金額（百万円） 

電子装置製品 670 

製造装置製品 254 

計 924 

区分 金額（百万円） 

組成部分品 208 

計 208 

区分 金額（百万円） 

素材 1 

電気部品 1,691 

計 1,692 



⑦ 仕掛品 

⑧ 未着品 

⑨ 関係会社短期貸付金 

（負債の部） 

① 支払手形 

ａ 相手先別内訳 

ｂ 期日別内訳 

区分 金額（百万円） 

情報システム製品 5,120 

電子装置製品 581 

製造装置製品 727 

計 6,428 

区分 金額（百万円） 

電気部品 211 

計 211 

関係会社名 金額（百万円） 

福島アビオニクス㈱ 2,500 

山梨アビオニクス㈱ 632 

計 3,132 

相手先 支払手形（百万円） 

㈱協和製作所 85 

第一真空エンジニアリング㈱ 64 

丸澤機工㈱ 35 

京セラ㈱ 25 

佐鳥パイニックス㈱ 22 

その他 256 

計 489 

期日 支払手形（百万円） 

平成18年４月 124 

５月 118 

６月 101 

７月 144 

計 489 



② 買掛金 

 （注） ＮＥＣリース㈱に対する買掛金は、一括ファクタリング取引に関する契約に基づき当社の一部取引先が当社に

対する債権をＮＥＣリース㈱に譲渡した結果発生したものであります。 

③ 短期借入金 

 （注） １年以内に返済予定の長期借入金は、④ 長期借入金に記載しております。 

④ 長期借入金 

 （注） （ ）内の金額は内数であり、貸借対照表日の翌日より起算して１年以内に返済予定のものであるため、貸借

対照表上は流動負債の「一年以内返済予定の長期借入金」として掲記しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

ＮＥＣリース㈱ 1,406 

福島アビオニクス㈱ 437 

山梨アビオニクス㈱ 384 

ロッキード・マーチン・コーポレーション 241 

ＮＴ販売㈱ 125 

その他 1,954 

計 4,550 

借入先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 798 

住友信託銀行㈱ 460 

㈱横浜銀行 427 

その他 513 

計 2,200 

借入先 金額（百万円） 

㈱三井住友銀行 2,615   (774) 

住友信託銀行㈱ 1,780   (368) 

日本政策投資銀行 1,400   (240) 

その他  1,505   (258) 

計 7,300（1,640) 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月３１日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月３１日 

株券の種類 100,000株券 10,000株券 1,000株券 

中間配当基準日 ９月３０日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号 
 住友信託銀行株式会社証券代行部 

株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号 
 住友信託銀行株式会社 

取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 日本経済新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

親会社等 属性 
親会社等の議決権所
有割合（％） 

親会社等が発行する株券が上場さ
れている証券取引所等（注） 

日本電気㈱ 親会社 50.23 

東京証券取引所 

大阪証券取引所 

名古屋証券取引所 

福岡証券取引所 

札幌証券取引所 

ナスダック（米国） 

１ 有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第55期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月29日関東財務局長に提出 

２ 半期報告書 

 （第56期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月13日関東財務局長に提出 

３ 臨時報告書 

平成18年３月28日関東財務局長に提出 

 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号（特定子会社の異動）に基づく臨時報告書であります。



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

日 本 ア ビ オ ニ ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本アビオニクス株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本アビオニク

ス株式会社及び連結子会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 田 正 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 嶋 康 博 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

日 本 ア ビ オ ニ ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本アビオニクス株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益

計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本アビオニク

ス株式会社及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 田 正 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 嶋 康 博 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年６月２９日

日 本 ア ビ オ ニ ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本アビオニクス株

式会社の平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第５５期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本アビオニクス株

式会社の平成１７年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 田 正 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 嶋 康 博 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２９日

日 本 ア ビ オ ニ ク ス 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本アビオニクス株

式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第５６期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、

利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本アビオニクス株

式会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表

示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 植 田 正 義 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 中 嶋 康 博 
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